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表 32 試算結果と現行の物価水準による補正率の比較 

  

 

（５）労務費による一棟全体価格への影響 

 ここまでのとおり、 

○ 資材費：プレカットの普及状況を考慮すれば全国で大きく異ならない 

○ 労務費：ヒアリング結果からすれば大きく異ならない 

 ということからすれば、指定市以外の市町村において、「著しい物価水準の相違」

が生じる場合は、極めて少ないと考えられる。 

 それでもなお指定市と異なる補正率を採用することが適当な場合について探るた

め、評価基準に定められている物価水準による補正率の下限 0.90 とはどのような労

務費を前提としたものか確認する。 

 

① パターン１：東京都以外の地域の労務費を令和 6年 10 月以降の地域別最低賃金と

した場合 

 令和6年10月以降の地域別最低賃金と、普通作業員の一時間当たりの労務費（例．

東京都 25,400 円/8h＝3,175 円/h）は表 33（P.46 参照）のとおりであった。 

 最低賃金が最も低かったのは秋田県であり、東京都の普通作業員の労務費と比較

すると 951 円/h ÷ 3,175 円/h ＝ 0.2995… となった。 
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表 33 最低賃金と普通作業員の労務費 

 

 

 そこで、前記と同様に、秋田県の労務費の比率を乗じて一棟全体の価格差を図 26

に示した手順で算出すると、81.3％となった。 

 

 

図 26 最低賃金での一棟全体の価格差の算出手順 

 

 最低賃金で住宅建築のような作業を行わせることは現実的ではないものの、最低

賃金で求めたとしても一棟全体の価格差は 81.3％となり、極めて大きな差は生じな

かった。 

 

番号 都道府県 R6.10以降最低賃金
普通作業員の労務費

(1h当たり) 番号 都道府県 R6.10以降最低賃金
普通作業員の労務費

(1h当たり)

1 北海道 1,010 2,500 25 滋賀 1,017 2,663

2 青森 953 2,588 26 京都 1,058 2,788

3 岩手 952 2,763 27 大阪 1,114 2,725

4 宮城 973 2,763 28 兵庫 1,052 2,750

5 秋田 951 2,650 29 奈良 986 2,738

6 山形 955 2,625 30 和歌山 980 2,775

7 福島 955 2,750 31 鳥取 957 2,100

8 茨城 1,005 3,000 32 島根 962 2,263

9 栃木 1,004 2,800 33 岡山 982 2,463

10 群馬 985 2,963 34 広島 1,020 2,563

11 埼玉 1,078 3,038 35 山口 979 2,350

12 千葉 1,076 2,988 36 徳島 980 2,738

13 東京 1,163 3,175 37 香川 970 2,825

14 神奈川 1,162 3,163 38 愛媛 956 2,463

15 新潟 985 2,738 39 高知 952 2,513

16 富山 998 2,900 40 福岡 992 2,738

17 石川 984 3,000 41 佐賀 956 2,363

18 福井 984 2,500 42 長崎 953 2,475

19 山梨 988 3,150 43 熊本 952 2,538

20 長野 998 2,900 44 大分 954 2,375

21 岐阜 1,001 2,938 45 宮崎 952 2,313

22 静岡 1,034 3,088 46 鹿児島 953 2,488

23 愛知 1,077 2,938 47 沖縄 952 2,675

24 三重 1,023 2,838

0.2995… 
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② パターン２：東京都以外の地域の労務費を軽作業員の労務費とした場合 

 公共工事設計労務単価の「軽作業員」の労務費と、普通作業員の一時間当たりの

労務費は表 29（P.41 参照）のとおりであった。 

 軽作業員の労務費が最も低かったのは佐賀県であり、東京都の普通作業員の労務

費と比較すると 14,500 円 ÷ 25,400 円 ＝ 0.5708… となった。 

 

表 34 軽作業員の労務費と普通作業員の労務費 

 

 そこで、パターン①と同様に、東京都の普通作業員の労務費に対する佐賀県の軽

作業員の労務費の割合を乗じて一棟全体の価格差を図 27 に示した手順で算出する

と、88.5％となった。 

 

 

図 27 軽作業員の労務費での一棟全体の価格差の算出手順 

番号 都道府県 軽作業員の労務費 普通作業員の労務費 番号 都道府県 軽作業員の労務費 普通作業員の労務費

1 北海道 17,500 20,000 25 滋賀 16,300 21,300

2 青森 16,600 20,700 26 京都 15,300 22,300
3 岩手 17,100 22,100 27 大阪 15,200 21,800

4 宮城 18,500 22,100 28 兵庫 15,300 22,000

5 秋田 18,000 21,200 29 奈良 16,200 21,900

6 山形 18,800 21,000 30 和歌山 15,700 22,200

7 福島 20,100 22,000 31 鳥取 15,200 16,800

8 茨城 16,100 24,000 32 島根 15,300 18,100

9 栃木 15,900 22,400 33 岡山 15,600 19,700

10 群馬 17,100 23,700 34 広島 15,400 20,500

11 埼玉 16,900 24,300 35 山口 15,300 18,800

12 千葉 16,800 23,900 36 徳島 15,800 21,900
13 東京 17,600 25,400 37 香川 15,800 22,600

14 神奈川 17,200 25,300 38 愛媛 15,300 19,700

15 新潟 19,700 21,900 39 高知 16,300 20,100

16 富山 18,400 23,200 40 福岡 14,900 21,900

17 石川 18,400 24,000 41 佐賀 14,500 18,900

18 福井 15,600 20,000 42 長崎 15,300 19,800

19 山梨 16,800 25,200 43 熊本 16,100 20,300

20 長野 17,800 23,200 44 大分 15,200 19,000

21 岐阜 17,600 23,500 45 宮崎 15,300 18,500

22 静岡 15,900 24,700 46 鹿児島 16,400 19,900

23 愛知 18,100 23,500 47 沖縄 16,000 21,400
24 三重 17,100 22,700

0.5708… 
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Ⅴ まとめ 

当委員会は、今年度、経年減点補正に関し、経過年数の考え方、初期減価の考え方お

よび最終残価率の考え方を確認した上で、構造別区分の整理統合、規模の区分の新設の

可否の検討および木造家屋の単価区分の廃止に向けた課題の整理を行った。規模区分の

新設については、これの意義が乏しいという結論を得たが、構造別区分の整理統合と木

造家屋の単価区分の廃止については、推進すべきとの大きな方向性を見出すことはでき

た。しかし、その道筋には様々な課題も存在することが判明した。このことから、今後

の見直しに際しては、これらの課題に留意しつつ検討されることが望ましいと考えられる。 

また、物価水準による補正率のあり方については、現在、木造軸組構法におけるプレ

カット率が高まっていることを踏まえ、一定の仮定を置いて労務費の地域的格差が一棟

全体の価格に与える影響を分析したところ、物価水準による補正率の下限が 0.90 であ

ることは現実的ではないことが判明し、そして、今後、全指定市の補正率が 0.95 に引き

上げられる際には、指定市以外の市町村による物価水準による補正率の下限も 0.95 へ

引き上げることが妥当であるとの結論を得た。 

今後の家屋評価制度の見直しについては、当委員会における議論を踏まえて適切な検

討が進められることを期待するとともに、今年度の当委員会の研究成果が、固定資産税

評価の簡素化・合理化に資するものとなれば幸いである。 
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